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１．はじめに
　石油精製プラントは、発電プラント、LNGプラント、
浄水場などとともに、都市機能や市民生活の維持に
必要なエネルギー、ユーティリティを供給する役割を
担っています。また石油化学プラントは、多くの製造
業に合成樹脂、合成ゴム、合成繊維などを供給し、市
民の豊かな生活を陰で支えています。
　石油精製・石油化学プラント（以下、プラントという）
は、こうした社会的役割を果たしていますが、一方で
は、大量のエネルギーを保有し、各種の化学物質を
扱っているため、地震で事故を起こしたり、災害を招
いたりする可能性を秘めています。このため、産官学
を挙げて、地震災害のリスクを軽減するための努力が
払われてきています。
　ここでは、プラントを構成する設備、構造物につい
て説明した後、プラントの地震災害のリスクマネジメ
ントと保安・防災システムについて概説し、次に耐震
設計と耐震性の維持・向上について述べ、最後に兵庫
県南部地震の経験を踏まえた地盤変状（液状化による
地盤の移動、土質定数の低下）に対する配管系の新し
い設計概念を紹介したいと思います。

２．プラントを構成する設備、構造物
　プラントは、塔類、貯槽類、熱交換器、加熱炉・ボ
イラー、回転機、配管、電気設備、計装設備、支持構
造物（架構、基礎）、コントロールルーム、そして各種
の防災設備などより構成されています。それらの設備、

構造物のうちの代表的なものを、主配管との取り合い
を含め、図１に示します。
　これらの設備等は、共通基礎上に建てられる場合も
ありますが、多くは独立基礎の上に建てられています。
石油タンクなどは、盛土基礎の上に直接設置されたり
もしています。配管は機器から機器へと３次元空間を
縦横無尽に走りまわっていますが、プラント間を結ぶ
導管の中には地下に埋設されているものもあります。

３．地震災害のリスクマネジメントと保安・防災シス
テム

３．１　地震災害のリスクの軽減
　プラントの地震災害のリスクは、起こりうる地震災
害の影響度（人的・物的被害、環境汚染など）に、その
ような地震災害が発生する確率を乗じたものとして
表わされます。プラントには事故災害の発生を防止す
るための保安・防災システムが具備されていますので、
地震災害の発生確率は、同システムが保安・防災機能
を果たせなくなるレベルの地震の発生確率と考えるこ
とができます。
　地震災害のリスクを軽減するには地震災害の影響度
を小さくすることと、地震災害の発生確率を小さくす
ることとを考える必要がありますが、地震災害の影響
度を小さくするための手段としては、保有量を抑えた
り、代替プロセスを採用したり、人口密集地・文化財
から離れた場所に立地したりすることなどが考えられ
ます。地震災害の発生確率を小さくするには、立地に
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図1　プラントを構成する主な設備等
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おいて活断層を避けるとともに、保安・防災システム
の耐震信頼性を高めることが基本になります。立地条
件によっては、地盤の液状化対策や津波対策も併せて
考えることになります。

３．２　プラントの保安・防災システム
　図２に、プラントが地震に襲われた場合の保安・防
災の概略の流れを示します。まずは漏洩事故の未然防
止を図り、漏洩事故を防止できなかった場合は事故災
害の局所化を図り、危険が人命に及ぶと判断されたら
避難誘導に移ります。
　保安・防災の流れにはいくつかの局面があって、そ
れらの局面がサブシステムを成し、全体として1つの
大きな保安・防災システムを構築しています。保安・
防災システムの耐震信頼性は、それらのサブシステム

の耐震信頼性に依存し、そのサブシステムの耐震信頼
性は、そのまたサブシステム、あるいはシステム構成要
素としての機器、配管系、建築構造物、土木構造物、
電気設備、計装設備など（これらもサブシステムとし
ていくつかの構成要素より成る）の耐震信頼性、及び
人による防災活動の信頼性に依存してきます。破壊的
地震時にあって事故災害の局所化に限界がある場合に
は、事故の未然防止の段階で高い耐震信頼性が求めら
れることになります。
　保安・防災の流れ自体は地震による事故の場合も平
時の事故の場合も大きくは変わりませんが、根本的に
異なるのは、地震による事故の場合は保安・防災に係
る全ての設備、システムが同時に地震の影響を受けて
おり、そうした影響下にあって一連の保安・防災活動
を進めていかなければならない点にあります。
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３．３　プラントの生涯と地震災害のリスクマネジメ
ント

　保安・防災システムの設計は防災計画を立てる中で
行われ、その耐震信頼性はシステム、サブシステムを構
成する設備等の耐震設計と防災訓練によって確保され
ます。しかし、運転中に材料の劣化（減肉、割れ、脆化）
が進んだり、周辺の都市化が進んだりすれば、地震災

害のリスクは増大してきます。一方、新たな地震被害
経験や研究によって新しい事実が判明したり、地震防
災に関する技術が進歩したりすれば、リスクを効果的
に軽減できるようになります。
　地震災害のリスクマネジメントは、図３に示すよう
に、プラントの生涯にわたり、永続的に実施されるも
のとなります。

図２　地震時の外乱と保安・防災システム
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４．耐震設計と耐震性の維持・向上　
４．１　プラントの耐震性の確保
　プラントオーナーによる地震災害のリスクマネジメ
ントは、安全・健康・環境マネジメント（地域住民の
生命の安全と健康の確保及び環境保全を目的とする）
の一環として、労働安全衛生マネジメント（従業員の
生命の安全と健康の確保を目的とする。安全・健康・
環境マネジメントに含めることもある）の一環として、
また、経営のリスクマネジメントの一環として、プラ
ントの生涯にわたって進められます。
　設計建設段階では、請負契約により、主たる作業は
エンジニアリング会社において行われるのが一般的で
あり、機器などの製造はメーカーによって行われ、建
設工事は建設工事会社によって行われます。エンジニ
アリング会社、メーカー、建設工事会社による耐震安
全性確保のマネジメントは、品質マネジメントの一
環として、また、経営のリスクマネジメントの一環と
して行われ、その手段は信頼性の高い耐震設計、製造、
建設工事によるところとなります。
　プラントに具備される耐震性、耐震安全性は、プラ
ントオーナーが提示する耐震設計に係る仕様（要求事
項）と、エンジニアリング会社、メーカー、建設工事会
社の耐震設計、製造、建設工事の能力、そしてプラン
トオーナー自らの設計審査、安全審査の能力に依存す
るところが大きいといえます。

４．２　耐震設計の信頼性
　構造物の耐震性を高めるには、自立式構造物の場
合はエネルギー吸収能力を高めるための構造的配慮が、
また、配管系の場合は自らの慣性力、揺れの影響の他、

支持構造物、周辺構造物の揺れや地盤の液状化に基づ
く相対変位の影響を緩和、軽減する構造的配慮が大切
なこととなります。耐震設計の信頼性はそうした構造
的配慮がどれだけされているかによって決まってきま
すので、設計担当者には相応の知識・経験が、設計組
織には相応の設計管理能力が求められます。
　圧力や温度に対する設計と違い、耐震設計が適切に
行われたかどうかは試運転では確認できませんから、
エンジニアリング会社には慎重な設計管理、工事管
理が、プラントオーナーには要所を押さえた設計審査、
安全審査が求められることになります。

４．３　耐震性の維持・向上
　建設を終えたプラントは、耐震性を含め、保全に
よって設備の健全性が維持されます。
　耐震設計基準が制定される前に建設されたプラント
などは、地震に対する弱点を残している可能性があり
ます。そうしたプラントも、最新の知見に基づいて耐
震診断を行い、耐震性を向上することにより、地震災
害のリスクを軽減することができます。
　耐震診断では、まずは現場を調査し、眼に見えない
部分は設計図書、保全記録、検査などで確認し、現状
の耐震性を経験に基づく判断あるいは計算・解析によ
り評価します。着眼点は設計の場合に同じですが、評
価において劣化の影響を考慮する必要があること、現
場の状況に合わせて改造案を考える必要のあることな
どが、新設の場合との違いになります。弱点を補強す
ることによって新たな弱点を生むようなことがあって
はならず、相応の知識・経験が求められることに変わ
りはありません。
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図３　プラントの生涯と地震災害のリスクマネジメント
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５．地盤変状に対する配管系の新しい設計概念
５．１　兵庫県南部地震の経験と基準の改正
　兵庫県南部地震の後、防災基本計画の改訂に従い、
通産省告示515号“高圧ガス設備等耐震設計基準”もレ
ベル１地震動とレベル２地震動の２段階の地震動を考
慮することとし、設備が保有すべき耐震性能（レベル
１耐震性能、レベル２耐震性能）も明確にされて、平
成９年に改正されました。埋立地で大規模な地盤変状
があって、貯槽の基礎杭の損壊や、配管フランジから
の液化ガス漏出事故が見られたことを教訓として、地
盤変状に対する機密性の保持もレベル２耐震性能に加
えられました。
　平成12年には高圧ガス保安協会より高圧ガス設備等
耐震設計指針（レベル２耐震性能評論編）が発行され、
液状化に伴う地盤の沈下量、水平移動量の推算を含め
て、塑性変形を許容したレベル２耐震性能評価の具体
的方法が示されました。

５．２　地盤変状に対する配管系の新しい設計概念
　地盤変状に伴う基礎の沈下、傾斜、水平移動は支
持点間の相対変位となって配管系に影響を及ぼします。
兵庫県南部地震で経験した地盤変状は、それまでの設
計で考えたことのない大きさのものでした。兵庫県南
部地震の経験により、不明確であった地震災害リスク
の要因の１つが明らかにされたといえます。
　最後に、大規模な地盤変状に対する配管系の新しい
設計概念を具体例をもって紹介したいと思います。
（1）共通基礎による地盤変状の影響の遮断
　基準の改正により、貯槽に繋がる配管は原則として
緊急遮断弁（基準では地震防災遮断弁と呼んでいる）
を挟み込んで共通基礎上に完全固定の条件で支持す
ることとされました。周辺で大規模な液状化が起き
ても固定点を境に重要部位（ノズルから緊急遮断弁ま
で）に影響が及ばないようにするという考え方であっ

て、図４に横置貯槽の払出配管についての例を示しま
す。こうした設計ができない場合は、十分な可撓性を
有していることを確認することとされています。
（2） 地盤変状に基づく相対変位の吸収
　エルボ（曲がり管）は優れた塑性変形能力を有して
いますので（比較的小さな塑性歪で大きな変位角が得
られる）、相対変位に直角な方向の直管を2つのエルボ
で挟み込むことにより、大きな相対変位を吸収するこ
とができます。図５に道路横断部を利用して水平方向
の相対変位を吸収した例を示します。地上部分の配管
の途中に強制変位の方向（護岸の方向）の移動を拘束
するサポートがあれば、強制変位に対して壊れるなど
し、拘束機能を喪失するような設計をしておけばよく、
そうした設計も認められています。

６．おわりに
　プラントは生産機能と保安・防災機能を併せ持つ１
つの巨大なシステムです。そして、そのどちらの機能
を喪失しても社会に大きな影響を与えます。
　プラントの地震災害のリスクは保安・防災システ
ムの耐震信頼性に依存し、その耐震信頼性はプラント
オーナーの生涯にわたる安全・健康・環境マネジメン
ト（労働安全衛生マネジメントを含む）と、設計建設
時のエンジニアリング会社、メーカー、建設工事会社
の品質マネジメントに依存します。そして、各マネジ
メントを支援するのが地震防災のための法規・指針で
あり、行政、学会の役割であるといえます。
　安全・健康・環境マネジメント、品質マネジメント
のシステムも大きなシステムであって、その信頼性は、
当該マネジメントシステムを構成するいくつかのサブ
システムの信頼性に依存し、最終的にはシステム、サ
ブシステムを構成する人の信頼性に依存することにな
ります。人の信頼性を高めるに必要なものは、文化で
あり、信頼性の高い教育・訓練のシステムであるとい
えます。
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図４　共通基礎による地盤変状の影響の遮断
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図５　水平方向の相対変位の吸収


